
一般会計歳出【性質別グラフ】 特別会計予算一般会計歳入一般会計歳出【目的別グラフ】

歳出

189億
9,575万円

歳入

189億
9,575万円

町税
15億
9,584万円

（8.4%）

使用料・手数料
5 億 619万円

（2.7%）

分担金・負担金
2 億 0,100万円

（1.1%）

財産収入
1億 3,320万円

（0.7%）

諸収入
3億8,174万円

（2.0%）

地方譲与税
1億 0,352万円

（0.5%）

地方消費税交付金
3億2,000 万円

（1.7%）

地方交付税
46億円

（24.2%）

国庫支出金
25億0,891 万円

（13.2%）

県支出金
10億7,207万円

（5.6%）

町債
35億0,330 万円

（18.5%）

地方特例交付金等…2,061 万円（0.1%）
自動車取得税交付金…3,823 万円（0.2%）

義務的経費（37.7％）
投資的経費（26.9％）

人件費
22億6,571 万円

（11.9%）

扶助費
28億6,962 万円

（15.1%）

公債費
20億2,522万円

（10.7%）

普通建設事業費
50億1,412万円

（26.4%）

物件費
17億6,577 万円

（9.3%）

投資・出資・貸付金
3,841万円（0.2%）

　繰出金
　11億
　 9,901万円
　　　　（6.3%）

基金積立金
16億3,871万円

（8.6%）

予備費
3,000 万円（0.2%） 特別会計 予算等金額

同和地区住宅新築資金等
貸付事業特別会計 3,505 万円

国民健康保険事業
特別会計 31億5,814 万円

後期高齢者医療
特別会計 2億9,635 万円

国民健康保険福智町立
診療所事業特別会計 10億4,070 万円

田川郡町村公平委員会
特別会計 228 万円

繰入金（17.2%）
32億6,114 万円

自主財源（36.0％）
依存財源（64.0％）

寄附金
7億5,000万円

（3.9%）

災害復旧事業費
9,468 万円（0.5%）

維持補修費
3億3,896 万円

（1.8%）

補助費等
17億1,554万円
　　　（9.0%）

収
入
減
で
厳
し
い
財
政
状
況

　

自
主
財
源
の
根
幹
を
な
す
町
税
は

毎
年
15
億
円
程
度
で
推
移
し
、
国
の

景
気
回
復
に
同
調
で
き
て
い
な
い
現

状
で
す
。
歳
入
の
21
％
前
後
を
占
め

る
普
通
交
付
税
は
、
合
併
特
例
措
置

が
段
階
的
に
削
減
さ
れ
る「
合
併
算
定

替
激
変
緩
和
期
間
」に
入
り
、
昨
年
か

ら
約
２
億
７
千
万
円
程
度
減
額
さ
れ

る
試
算
で
す
。
ま
た
、
増
加
傾
向
に

あ
っ
た
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金
は
返

礼
品
の
制
度
改
正
の
影
響
を
大
き
く

受
け
、
昨
年
の
約
半
額
以
下
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。
し
か
し
こ
の
収
支
も

寄
付
者
の
選
択
に
よ
り
、
特
定
目
的

の
基
金
に
積
み
立
て
る
た
め
、
一
般
財

源
へ
充
て
ら
れ
る
金
額
は
多
く
を
見

込
め
な
い
状
況
で
す
。

４
年
で
20
億
円
削
減
を
目
指
す

　

歳
出
面
で
は
社
会
保
障
や
危
機
管

理
、
安
全
安
心
な
生
活
の
確
保
に
関

わ
る
事
業
に
一
定
予
算
を
配
分
。
一
方

で
、
経
常
経
費
は
、
4
年
間
で
20
億

円
の
削
減
を
目
指
し
て
、
徹
底
し
た

削
減
を
実
施
。
過
去
の
事
業
実
績
や

入
し
て
お
り
、
将
来
的
な
財
政
運
営

が
厳
し
く
な
る
こ
と
は
明
ら
か
で
す
。

　

こ
の
状
況
を
打
開
す
る
た
め
、
町
は

施
設
の
統
廃
合
や
民
営
化
な
ど
、
大

胆
な
行
財
政
改
革
へ
と
進
み
始
め
て

い
ま
す
。
合
併
以
降
進
ん
で
い
な
い

公
共
施
設
の
整
理
・
統
廃
合
は
喫
緊
の

課
題
で
あ
り
、
施
設
の
維
持
管
理
費

は
町
財
政
の
重
い
負
担
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
の
た
め
、
支
所
や
診
療
所
、

公
民
館
な
ど
を
整
理
統
合
し
、
適
正

な
人
員
配
置
と
最
少
人
数
で
の
公
共

サ
ー
ビ
ス
維
持
を
進
め
る
方
針
で
す
。

ま
た
さ
ら
な
る
人
件
費
抑
制
に
向
け
、

退
職
者
数
を
見
据
え
た
計
画
的
な
職

員
採
用
を
進
め
て
お
り
、
合
併
時
に

約
３
５
０
人
だ
っ
た
職
員
数
は
現
在
約

２
５
０
人
に
ま
で
削
減
し
て
い
ま
す
。

　

危
機
的
状
況
を
乗
り
越
え
、
一
人

ひ
と
り
の
意
識
と
力
で
未
来
に
向
か

う
ま
ち
づ
く
り
へ
。
町
は
今
、
大
き

な
転
換
期
に
立
っ
て
い
ま
す
。

決
算
額
を
十
分
精
査
し
、
結
果
に
反

映
し
ま
し
た
。

　

建
設
事
業
費
は
、
発
行
期
限
が
残

り
２
年
に
迫
る
合
併
特
例
事
業
は
優

先
順
位
を
付
け
て
行
い
、
主
要
事
業
で

あ
る
金
田
小
・
中
学
校
建
設
事
業
の
完

成
年
度
と
し
て
、
全
体
の
60
％
に
あ
た

る
事
業
費
を
計
上
。
来
年
４
月
開
校

に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

町
存
続
の
た
め
に
進
め
る
改
革

　

現
在
、
全
会
計
合
わ
せ
て
の
黒
字

は
確
保
で
き
て
い
ま
す
が
、
そ
の
実
情

は
合
併
特
例
債
・
過
疎
債
な
ど
地
方

債
の
発
行
、
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金

な
ど
を
積
み
立
て
た
基
金
の
取
り
崩

し
が
大
き
な
比
重
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所

の
推
計
で
は
、
20
年
後
の
福
智
町
の

人
口
は
約
半
分
、
高
齢
化
率
は
４
割
を

超
え
る
と
い
う
結
果
も
出
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
で
は
国
保
会
計
や
診
療
所
会

計
へ
の
赤
字
補
て
ん
に
一
般
財
源
を
投

議会費 1億5,623万円（0.8%）

総務費 16億2,098 万円（8.5%）

民生費 49億3,203 万円（26.0%）

衛生費 11億1,584 万円（5.9%）

労働費 320 万円（0.1%）
農林水産業費 4 億8,353 万円（2.5%）

商工費 4 億1,512 万円（2.2%）

土木費 13億0,071万円（6.8%）

消防費 4 億4,315 万円（2.3%）

教育費 47 億3,595 万円（24.9%）

災害復旧費 9,508 万円（0.5%）

公債費 20億2,522万円（10.7%）

諸支出金
・

予備費
16 億6,871 万円（8.8%）

令和元年度

予算編成
まちは今特 

集

10

骨
格
予
算
と
し
て
ス
タ
ー
ト

し
た
本
年
度
当
初
予
算
。

６
月
定
例
議
会
で
新
規
事
業
費
等

の
政
策
的
経
費
を
予
算
計
上
し
た

補
正
予
算
が
可
決
さ
れ
、
本
年
度

の
通
年
予
算
が
確
定
し
ま
し
た
。

予
算
総
額
は
前
年
度
か
ら
約
0.6
％

増
の
１
8
９
億
９
５
７
５
万
円
。

こ
の
財
源
が
こ
れ
か
ら
の
ま
ち
づ

く
り
に
ど
う
生
か
さ
れ
る
の
か
、

そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

※水道事業特別会計は今年４月の水道事業広域化により、
　今後は「田川地区水道企業団」が一括管理します。

Financial
Situation


